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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第93期 

第３四半期 
連結累計期間 

第94期 
第３四半期 
連結累計期間 

第93期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 12月31日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 12月31日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 35,475,914 32,080,712 46,351,923 

経常利益 （千円） 1,730,939 1,184,580 2,056,748 

親会社株主に帰属する四半期 

（当期）純利益 
（千円） 985,171 653,506 1,229,517 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 70,408 △76,902 △49,003 

純資産額 （千円） 30,442,581 29,739,507 30,323,168 

総資産額 （千円） 42,722,004 42,341,239 43,067,192 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 39.71 26.36 49.58 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 69.1 68.3 68.4 

 

回次
第93期

第３四半期
連結会計期間

第94期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成27年
 10月１日
至平成27年
 12月31日

自平成28年
 10月１日
至平成28年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.19 17.38 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1)業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用情勢が堅調に推移し、景気は緩やかな回復

基調が見られたものの、アジア新興国の経済活動の減速、英国のＥＵ離脱問題に加え、米国新政権の政策等の影響

により景気が下振れる懸念があり、先行きの不透明感が強まっております。

名古屋港における物流業界の輸出貨物につきましては、熊本地震等の影響を受け生産活動が停滞したことにより

減少しました。また、輸入貨物につきましては、前年と比べ同水準の貨物量となりました。

このような状況のなか、当社グループにおきましては、金属加工機及びバルクカーゴを始めとした取扱貨物量全

般が減少し、また、船会社による経営統合の影響を受けコンテナ貨物取扱本数が減少した結果、当第３四半期連結

累計期間の売上高は320億80百万円（前年同期比9.6％減）となりました。

作業種別の内訳は次のとおりであります。

船内荷役料56億64百万円（前年同期比14.8％減）、はしけ運送料1億11百万円（前年同期比30.9％減）、沿岸荷役

料55億67百万円（前年同期比2.7％減）、倉庫料15億2百万円（前年同期比6.0％減）、海上運送料53億46百万円（前

年同期比13.3％減）、陸上運送料41億36百万円（前年同期比3.0％減）、附帯作業料96億67百万円（前年同期比

10.5％減）、手数料85百万円（前年同期比26.1％減）であります。

利益面におきましては、営業利益は12億46百万円（前年同期比29.7％減）、経常利益は11億84百万円（前年同期

比31.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は6億53百万円（前年同期比33.7％減）となりました。

 

(2)財政状態の状況

当社グループは、適切な流動性の維持、事業活動のための資金確保及び健全なバランスシートの維持を財務方針

としております。

（総資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ7億25百万円減少して423億41百万円と

なりました。このうち、流動資産は2億56百万円増加して154億4百万円、固定資産は9億82百万円減少して269億36百

万円となりました。流動資産の増加の主な要因は、繰延税金資産の減少である一方、受取手形及び売掛金の増加に

よるものであります。固定資産の減少の主な要因は、為替相場が円高に推移したことに伴う為替換算後の有形固定

資産の減少によるものであります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ1億42百万円減少して126億1百万円となり

ました。このうち、流動負債は4億5百万円増加して65億78百万円、固定負債は5億47百万円減少して60億23百万円と

なりました。流動負債の増加の主な要因は、未払法人税等の減少である一方、短期借入金の増加によるものであり

ます。固定負債の減少の主な要因は、長期借入金の減少によるものであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ5億83百万円減少して297億39百万円と

なりました。このうち、株主資本は1億21百万円増加して286億87百万円、その他の包括利益累計額は6億33百万円減

少して2億41百万円、非支配株主持分は71百万円減少して8億10百万円となりました。株主資本の増加の主な要因

は、利益剰余金の増加によるものであります。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

 普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

 普通株式 27,487,054 27,487,054
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 27,487,054 27,487,054 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高

（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
― 27,487,054 ― 2,046,941 ― 1,374,650

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式     1,562,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    25,903,100 259,031 ―

単元未満株式 普通株式        21,954 ― ―

発行済株式総数 27,487,054 ― ―

総株主の議決権 ― 259,031 ―

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

伊勢湾海運株式会社
名古屋市港区入船一丁目

７番40号
1,562,000 ― 1,562,000 5.68

計 ― 1,562,000 ― 1,562,000 5.68

（注） 当第３四半期会計期間末日現在の自己保有株式数は1,562,000株であります。

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,557,842 6,757,765 

受取手形及び売掛金 6,672,958 7,258,028 

繰延税金資産 409,074 197,098 

その他 1,555,351 1,230,008 

貸倒引当金 △46,941 △38,117 

流動資産合計 15,148,285 15,404,783 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 8,530,009 8,446,328 

機械装置及び運搬具（純額） 1,032,955 1,005,331 

土地 11,638,181 11,341,916 

リース資産（純額） 138,156 109,219 

建設仮勘定 700,509 － 

その他（純額） 279,395 238,838 

有形固定資産合計 22,319,208 21,141,634 

無形固定資産    

その他 51,752 40,289 

無形固定資産合計 51,752 40,289 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,939,974 3,413,067 

出資金 190,051 161,881 

長期貸付金 1,040,154 1,122,054 

繰延税金資産 559,624 463,056 

その他 852,565 635,056 

貸倒引当金 △34,424 △40,584 

投資その他の資産合計 5,547,946 5,754,531 

固定資産合計 27,918,906 26,936,455 

資産合計 43,067,192 42,341,239 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 3,022,011 3,092,575 

短期借入金 61,396 821,418 

1年内返済予定の長期借入金 687,084 687,084 

リース債務 45,210 43,413 

未払法人税等 575,396 115,488 

賞与引当金 809,652 404,693 

その他 972,432 1,414,008 

流動負債合計 6,173,183 6,578,681 

固定負債    

長期借入金 2,829,767 2,278,433 

リース債務 112,116 82,914 

退職給付に係る負債 3,110,107 3,148,171 

資産除去債務 211,198 214,895 

その他 307,650 298,634 

固定負債合計 6,570,840 6,023,050 

負債合計 12,744,023 12,601,731 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,046,941 2,046,941 

資本剰余金 1,463,448 1,464,060 

利益剰余金 26,304,625 26,394,073 

自己株式 △1,248,761 △1,217,753 

株主資本合計 28,566,253 28,687,321 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 536,310 832,748 

為替換算調整勘定 662,837 △339,258 

退職給付に係る調整累計額 △324,170 △252,166 

その他の包括利益累計額合計 874,977 241,323 

非支配株主持分 881,937 810,862 

純資産合計 30,323,168 29,739,507 

負債純資産合計 43,067,192 42,341,239 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 35,475,914 32,080,712 

売上原価 28,094,518 25,050,775 

売上総利益 7,381,396 7,029,936 

販売費及び一般管理費 5,609,001 5,783,258 

営業利益 1,772,394 1,246,678 

営業外収益    

受取利息 53,498 38,196 

受取配当金 52,851 48,468 

持分法による投資利益 29,420 35,748 

受取賃貸料 50,274 77,444 

その他 131,952 101,479 

営業外収益合計 317,997 301,336 

営業外費用    

支払利息 15,609 12,227 

為替差損 336,656 345,463 

減価償却費 5,742 5,064 

その他 1,445 679 

営業外費用合計 359,453 363,434 

経常利益 1,730,939 1,184,580 

特別利益    

固定資産売却益 6,100 3,270 

投資有価証券売却益 － 1,187 

特別利益合計 6,100 4,457 

特別損失    

固定資産売却損 12,131 － 

固定資産除却損 808 2,960 

出資金売却損 － 19,382 

特別損失合計 12,940 22,343 

税金等調整前四半期純利益 1,724,099 1,166,694 

法人税、住民税及び事業税 632,636 444,995 

法人税等調整額 159,996 144,494 

法人税等合計 792,632 589,489 

四半期純利益 931,466 577,205 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △53,704 △76,300 

親会社株主に帰属する四半期純利益 985,171 653,506 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 931,466 577,205 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △147,133 295,821 

為替換算調整勘定 △753,516 △1,023,495 

退職給付に係る調整額 37,706 72,003 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,885 1,562 

その他の包括利益合計 △861,057 △654,107 

四半期包括利益 70,408 △76,902 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 152,570 13,763 

非支配株主に係る四半期包括利益 △82,161 △90,665 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

 第１四半期連結会計期間より、台灣伊勢湾股份有限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めておりま

す。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 保証債務

当社は、連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、債務保証をしております。

なお、（ ）内は当社負担分であります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

青海流通センター㈱ 4,400千円 －千円

  (4,400) (－)

大阪港総合流通センター㈱ 12,081 －

  (12,081) (－)

㈱ワールド流通センター 302,600 141,000

  (302,600) (141,000)

飛島コンテナ埠頭㈱※ 7,604,933 7,286,259

  (304,197) (291,450)

名古屋ユナイテッドコンテナターミナル㈱※ 4,800,028 1,575,000

  (600,003) (196,875)

計 12,724,043 9,002,259

  (1,223,282) (629,325)

※飛島コンテナ埠頭㈱及び名古屋ユナイテッドコンテナターミナル㈱に対する保証については、連帯保証債務

であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 692,109千円 705,596千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 285,178 11.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月10日

取締役会
普通株式 285,177 11.00 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 285,175 11.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月10日

取締役会
普通株式 285,175 11.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

当社グループは、物流事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

 １株当たり四半期純利益金額 39.71円 26.36円

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
985,171 653,506

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
985,171 653,506

普通株式の期中平均株式数（千株） 24,812 24,794

  （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

平成28年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・285百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・11円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成28年12月５日

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 
   
 

平成29年２月８日
 

   
 
伊勢湾海運株式会社 

 取締役会 御中 
 
 
 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 
 
   

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 松井 夏樹  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 増見 彰則  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている伊勢湾海運株式

会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、伊勢湾海運株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注）1.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

2.XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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